
業務名：シティパーキングアコス指定管理業務

１

２

「供用時間」については、ご認
識のとおり２４時間を指しま
す。
入出車取扱時間外である午前０
時から午前６時までについて
も、ご認識のとおり法令上認め
られる休憩時間等を除き、施設
内に常時１人以上配置する必要
があります。休憩により、一時
的に施設内に人員がいなくなっ
てしまう場合は、代替として、
施設外からの遠隔監視や緊急駆
け付け体制等により仕様書に定
める業務に支障が出ないように
してください。

定期駐車の申請についての募集
方法、申込方法及び提出書類に
ついては、指定管理者が市の承
認を得たうえで、決定すること
ができます。現行の書面による
申込みをウェブによる申込みに
変更することも公平性、公正性
及び個人情報の適切な取扱いを
確保することが確認できれば可
能です。

「本施設の供用時間中、施設内
に常時１人以上の人員を配置す
ること」とありますが、ここで
いう「供用時間」とは、募集要
領５ページに記載された午前０
時から午後１２時までの２４時
間を指すとの理解でよろしいで
しょうか。
また、入出車取扱時間外である
午前０時から午前６時までにつ
いても、法令上認められる休憩
時間等を除き、施設内に常時１
人以上を配置する必要があると
の理解でよろしいでしょうか。
夜間について、巡回、遠隔監視
又は緊急時の駆付け体制等によ
る代替が可能な場合は、認めら
れる配置体制及び条件をご教示
ください。

定期駐車の申請に際し、「車両
の登録証、利用者の運転免許証
の写しなど必要な書類の提出を
求めること」とありますが、公
平性、公正性及び個人情報の適
切な取扱いを確保することを前
提として、募集方法、申込方法
及び提出書類については、指定
管理者が定め、市の承認を得た
方法により運用することが可能
との理解でよろしいでしょう
か。
また、書面による申込みに代え
て、Webによる申込み及び本
人・車両確認を行うことは可能
でしょうか。

提案に関する質問について（回答）

　「シティパーキングアコス指定管理業務」に係る提案に関する質問について、次のとお
り回答します。

質問
番号

該当箇所 詳細な内容
回答

仕様書７（１）

仕様書８（１）②イ
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４

５

１件の修繕費が税込２００万円
以上となる場合は、原則として
市の費用負担により修繕を実施
します。また、１事業年度にお
ける修繕費が、小修繕の年間限
度額を超えることが見込まれる
場合、原則市の費用負担により
修繕を実施します。
仕様書に定めるもの（指定管理
者の管理瑕疵により発生した破
損等）以外で指定管理者にも費
用負担が生じる修繕は想定して
おりませんが、指定管理者の費
用負担が発生し得るような例外
的な修繕が生じた場合は、個別
具体的な内容に応じ、市と指定
管理者との協議により決定する
こととなるため、具体的な決定
方法等は定めておりません。

２０２７年３月３１日以前に発
生し、又は同日までに市若しく
は現指定管理者が把握した施
設・設備の不具合及び修繕必要
箇所についても次期指定管理期
間の小修繕費（年間１,６００
万円）に含む予定です。
ただし、指定期間開始前から存
在していた破損等の規模が拡大
したことにより、小修繕費が税
込２００万円以上となった修繕
や現指定管理者が適切な保守点
検を実施していなかったことに
よる修繕等について、次期指定
管理者の費用負担を求めること
はありません。

別紙４の修繕に係るリスク分担
の「例外」については、仕様書
６ページの⑵③アに記載してい
るものを想定しております。
指定期間開始前から存在する不
具合、経年劣化については、次
期指定管理者の小修繕費に含み
ます。指定期間開始前から存在
する第三者に起因する損傷につ
いては、原因者が特定できる場
合は、原因者の費用負担で修繕
し、原因者が特定できないもの
については、市の費用負担とな
ります。緊急修繕については、
１件につき税込２００万円未満
のものは指定管理者の費用負担
とし、税込２００万円以上のも
のは市の費用負担となります。

１件の修繕費が小修繕の限度額
を超えることが見込まれる場
合、当該修繕は原則として市の
費用負担により実施されるとの
理解でよろしいでしょうか。
指定管理者にも費用負担が生じ
る場合は、対象となる費用の範
囲、負担割合の決定方法及び事
前協議の手続をご教示くださ
い。

２０２７年３月３１日以前に発
生し、又は同日までに市若しく
は現指定管理者が把握した施
設・設備の不具合及び修繕必要
箇所については、市又は現指定
管理者の責任と費用により対応
し、次期指定管理者の小修繕費
の対象には含まれないとの理解
でよろしいでしょうか。
また、指定期間開始前から存在
していた不具合が、指定期間開
始後に判明した場合の責任及び
費用負担についてもご教示くだ
さい。

別紙４の修繕に係るリスク分担
に「例外あり」とありますが、
市が想定している具体的な例外
事例、費用負担の考え方及び協
議方法をご教示ください。
特に、指定期間開始前から存在
する不具合、経年劣化、第三者
に起因する損傷及び緊急修繕に
ついて、それぞれの負担区分を
ご教示ください。

仕様書８（２）②オ

仕様書８（２）③ア

仕様書
別紙４ リスク分担表
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７

仕様書８（５）

令和９～１０年度に、駅前広場
及び北館の泡消火設備改修工事
の実施を検討しております。駐
車場内での工事期間について
は、駅前広場は約６ヶ月、北館
は約３ヶ月を想定しておりま
す。駅前広場については、順
次、駐車区画を部分的に閉鎖を
しながら工事を実施します。北
館については、北館部分を全面
閉鎖して実施する予定です。具
体的な工事スケジュールについ
ては調整中です。駅前広場工事
中の施設運営の影響について
は、工事期間中に駐車区画を部
分的に閉鎖することや、それに
伴い、利用車両の動線が変わる
ことなどが想定されます。ま
た、閉鎖区画数によっては、一
時的に定期駐車等の販売を中止
又は上限を減らす措置などが想
定されます。具体的な対応につ
いては、市と指定管理者での協
議により決定することとなりま
す。

１駐車サービスの付与方法及び
認証手順
　各テナントに設置された認証
機で、サービス時間を設定し、
利用者の駐車券を挿入し、サー
ビス付与を行っています。
２認証機の総設置台数
　実際店舗に設置されている台
数は、把握しておりませんが、
現指定管理者が管理している認
証機の総数は、１４３台です。
３施設・テナントごとの認証機
設置台数
　現指定管理者からイトーヨー
カドー草加店に４０台、草加マ
ルイに２５台、三菱UFJ銀行草
加支店に５台、みずほ銀行草加
支店に４台、草加VARIEに２
台、その他各提携店舗に１台ず
つ貸与しております。複数台貸
与している店舗等については、
数台を予備機として貸与してお
ります。
４認証機ごとの利用実績の集計
方法
　精算機に駐車券を通すこと
で、各店舗で付与された駐車
サービスを読み取り、集計して
います。

提携店舗等に係る現行の駐車
サービスについて、次の事項を
ご教示ください。
１駐車サービスの付与方法及び
認証手順、２認証機の総設置台
数、３施設・テナントごとの認
証機設置台数、４認証機ごとの
利用実績の集計方法

次期指定期間中に、市が実施を
予定している大規模修繕、設備
更新その他施設運営に影響する
工事について、現時点で想定し
ている工事内容、実施時期、工
事期間及び施設運営への影響を
ご教示ください。
なお、未確定のものについて
も、現時点での予定又は検討状
況をご教示ください。

-
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１０

仕様書８（５）

仕様書８（５）

-

現在、駐車サービス相当額を駐
車場以外の費用と合算又は相殺
して精算している実績はありま
すが、次期指定管理者が駐車
サービス相当額を独立して請
求・精算する方法へ変更するこ
とは問題ありません。
割引については、「草加市駐車
場条例施行規則の規定による特
定商業団体の認定等に関する要
綱」に基づき、特定商業団体に
該当する店舗には２０％の割引
を適用しております。現在、割
引対象としている店舗は、アコ
ス専門店会、アコス通り商店
街、草加ヴァリエテナント会に
所属している店舗（店舗面積５
００㎡以上の店舗を除く）で
す。

駐車場内の照明設備について
は、場内の大部分はLED照明で
すが、地上へ続く階段の一部、
給気室、排気室、ポンプ室、
EPS室等のバックヤード部分の
照明については、蛍光灯を使用
しています。
次期指定期間中もLED化工事を
検討しておりますが、対象範
囲・実施予定時期、実施主体等
については未定です。
なお、現指定管理期間において
は、指定管理者との協議によ
り、指定管理者が小修繕の範囲
でLED化工事を一部実施してお
ります。

ご認識のとおり、駐車サービス
相当額の精算については、現指
定管理者が提携店舗または施設
運営者へ直接請求しています。
現指定管理者の精算方法につい
ては、各提携店舗との協議によ
り決定しており、口座への入金
のほか、現指定管理者が運営し
ている施設においては、テナン
ト料との合算や売上金との相殺
等で精算を行っております。次
期指定期間においても請求日や
入金締切日、入金方法などの
ルールは、指定管理者が各店舗
と協議の上、決定することとな
ります。

現行の駐車サービス相当額につ
いて、認証機等の利用実績に基
づき、現指定管理者が提携店舗
又は施設運営者へ直接請求して
いるとの理解でよろしいでしょ
うか。
併せて、請求日や入金締切日な
どのルールは現行どのように
なっていますか。また、それら
のルールは次期指定管理者が各
提携店舗と協議の上決定する、
ということでよろしいでしょう
か。

現行の駐車サービス相当額は、
テナント賃料、共益費その他の
駐車場以外の費用と合算又は相
殺して精算している実績があり
ますでしょうか。また、次期指
定管理者が駐車サービス相当額
を独立して請求・精算する方法
へ変更することになりますが、
問題ないという認識でよろしい
でしょうか。また、テナントに
よっては割引して請求している
実績はございますか。その場合
どのテナントに対して、何割引
をしているかご教示ください。

駐車場内の照明設備について、
蛍光灯、LED照明その他の種別
ごとの設置状況をご教示くださ
い。
また、次期指定期間中に、市に
よるLED化工事又は照明設備の
更新を予定している場合は、対
象範囲及び実施予定時期をご教
示ください。
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-

-

-

本施設における直近３年間の訓
練については、令和８年４月１
５日に水害対応訓練を１度実施
しており、浸水被害を想定した
現場の対応の確認、備品等の確
認、土嚢積みなどを実施しまし
た。参加者は草加市、現指定管
理者、駐車場現場スタッフ（再
委託先）、アコス北館管理者、
アコス南館管理者です。今後の
訓練の頻度については、１年に
１回程度実施したいと考えてお
りますが、次期指定管理者との
協議により決定したいと考えて
おります。
また、アコス北館（草加マル
イ）では、消防訓練を年に２
回、震災水防訓練を年に１回実
施しており、駐車場現場スタッ
フも参加をしております。アコ
ス南館では、消防訓練を年に２
回、地震訓練を年に１回実施し
ており、駐車場現場スタッフも
参加しております。
次期指定期間においても上記と
同様に訓練の参加をしてくださ
い。

現指定期間における各協定書に
つきましては、ホームページ上
での公開ではなく、草加市役所
都市計画課（埼玉県草加市高砂
１-１-１本庁舎５階）の窓口に
て、応募参考資料として閲覧可
能といたします。閲覧可能期間
は、令和８年９月２８日（月）
から令和８年１０月５日（月）
まで（土曜日・日曜日を除く午
前８時３０分から午後５時００
分まで）とさせていただきま
す。資料の閲覧をご希望の場合
は、事前にお電話等で担当課に
でご連絡ください。

［利用料金収入予定額］－［維
持管理見積額］＝［基本納付金
額］
利用料金収入予定額について
は、原則、当該年度の前々年度
９月から前年度８月までの利用
料金収入実績額を参考にして算
定しております。

現指定管理期間における基本納
付金について、算定式をご教示
ください。

本施設における避難訓練、防災
訓練、水害対応訓練その他の訓
練について、直近３年間の実施
状況、実施時期、参加者及び訓
練内容をご教示ください。
また、商業施設、施設管理者、
消防機関その他関係機関との合
同訓練の実績及び、指定管理者
に求める今後の訓練頻度・参加
範囲があればご教示ください。

応募者が現行の管理条件及び業
務分担を把握するため、現指定
管理者との基本協定書、年度協
定書その他費用負担やリスク分
担を定めた文書を開示いただく
ことは可能でしょうか。
開示できない部分がある場合
は、非開示箇所を除いた資料の
開示又は主要条件の提示をお願
いいたします。



１５

１６

１４

仕様書１２（２） 年度ごとの人員配置及び収支計
画を作成するため、泡消火設備
改修工事について、現時点で予
定している実施年度、工事時
期、工事期間、施工範囲及び駐
車場運営への影響をご教示くだ
さい。
未確定の場合は、現時点で想定
している実施時期又は決定予定
時期をご教示ください。

仕様書１２（２）

-

泡消火設備改修工事に伴う追加
の警備員、誘導員は市の費用負
担となります。

現在、定期駐車車両以外の長期
駐車車両及び放置車両はござい
ません。現指定期間中に放置車
両等が発生した場合、市と現指
定管理者にて解消に努めます
が、次期指定管理期間も継続し
た場合は、現指定管理者から対
応を引き継ぎ、仕様書に沿った
対応をしてください。

令和９～１０年度に、駅前広場
及び北館の泡消火設備改修工事
の実施を予定しております。現
時点において、全体工期は約１
５ヶ月で、駐車場内での工事実
施期間については、駅前広場は
約６ヶ月、北館は約３ヶ月を予
定しております。駅前広場につ
いては、順次、駐車区画を部分
的に閉鎖をしながら工事を実施
します。北館については、北館
部分を全面閉鎖して実施する予
定です。具体的な工事スケ
ジュールについては調整中で
す。決定時期は令和９年６～９
月を予定しております。工事に
よる施設運営への影響について
は、工事期間中に駐車区画を部
分的に閉鎖することや、それに
伴い、利用車両の動線が変わる
ことなどが想定されます。ま
た、閉鎖区画数によっては、一
時的に定期駐車等の販売を中止
又は上限を減らす措置などが想
定されます。具体的な対応につ
いては、市と指定管理者での協
議により決定することとなりま
す。
　また、【様式１０】収支計画
書の作成に当たっては、泡消火
設備改修工事による利用料金収
入の減少は考慮しないでくださ
い。また、当該工事に伴い、一
度に５０台以上の車室を閉鎖し
た場合は、仕様書に記載の計算
式に応じて基本納付金を減額し
ます。

泡消火設備改修工事に伴い、通
常の管理運営業務を超える警備
員、誘導員その他の追加人員の
配置が必要となった場合、その
費用は市の負担となるとの理解
でよろしいでしょうか。

現在、市又は現指定管理者が把
握している長期駐車車両又は放
置車両がある場合は、その台
数、駐車期間、対応状況及び料
金債権の状況をご教示くださ
い。
また、次期指定期間の開始前か
ら継続して駐車している車両に
ついて、撤去、所有者対応、未
収料金その他の責任及び費用
は、市又は現指定管理者に帰属
し、次期指定管理者はこれを承
継しないとの理解でよろしいで
しょうか。



１７

１８

１９

２０

２１

様式９ 事業計画書作
成要領

様式９、様式１０-
１、様式１０-２

募集要領
第３章２（３）

仕様書１６（３）

様式９　事業計画書
作成要領

駐車場が常時満車ではないた
め、閉鎖台数割合ほど売上減と
ならないことや、車室閉鎖に伴
う維持管理経費の削減効果があ
ることから、基本納付金の減額
補正に係る算式において、２分
の１を乗じます。

現行の公務利用車両の識別は、
「駐車料金免除券（草加市公用
車用）」を入出庫ゲートに通す
ことにより行っています。利用
手続については、草加市都市整
備部都市計画課で「駐車料金免
除券（草加市公用車用）」の貸
し出しを行っております。集計
方法は、精算機にてカウントし
ております。報告様式は任意で
あり、現指定管理者からは、
PDFとエクセルデータで提出さ
れています。
また、公用車の車両番号を認証
システムで識別し、集計・報告
する方法で問題ありません。登
録車両の追加・変更手続等につ
きましては、協議により決定す
ることとなります。

事業計画書の用紙や体裁につき
ましては、制限はございませ
ん。応募事業者様で任意に設定
していただいて構いません。

ご認識のとおりです。

事業計画書及び収支計画書の編
綴方法におけるインデックスの
付け方は、ご認識のとおりで
す。また、任意様式での補足資
料についても添付していただい
て構いません。

「項目No.３以降の内容を記載
してください」とありますが、
項目No.１及びNo.２について
は、指定申請書類「オ」及び
「カ」により審査するため、事
業計画書への記載は不要との理
解でよろしいでしょうか。

事業計画書作成要領における項
目No.３からNo.６までの資料は
インデックス「ク」に、項目
No.７及びNo.８に関する様式１
０-１及び様式１０-２はイン
デックス「ケ」に、それぞれ編
綴するとの理解でよろしいで
しょうか。
また、様式１０-１及び様式１
０-２の内容を補足する資料に
ついて、所定様式とは別に任意
様式で作成し、インデックス
「ケ」に添付することは可能で
しょうか。

基本納付金の減額補正に係る算
式において、算定結果に２分の
１を乗じる趣旨をご教示くださ
い。

「公務利用台数集計表」につい
て、現行の公務利用車両の識別
方法、利用手続、集計方法及び
報告様式をご教示ください。
また、市が事前に登録した車両
番号をナンバープレート認証シ
ステムで識別し、その入出場実
績を公務利用台数として集計・
報告する方法でも差し支えない
でしょうか。
なお、この方法が認められる場
合、登録車両の追加・変更手続
及び個人情報の取扱いに関する
条件をご教示ください。

事業計画書について、用紙サイ
ズ、縦置き・横置き、片面・両
面、文字サイズ、ページ数、カ
ラー使用及び製本方法に指定又
は制限がありますでしょうか。
指定がない場合は、審査上の公
平性を損なわない範囲で、応募
者が任意に設定できるとの理解
でよろしいでしょうか。



２２

２３

２４

募集要領
第５章２（１）

募集要領
第５章２（２）

募集要領
第６章１

本施設内の自動販売機は駐車場
利用者の利便に供する施設であ
り、指定管理者が市の承認を得
た上で設置しています。自動販
売機による収入は指定管理業務
の収入に計上し、電気代等の経
費も指定管理業務の経費に含め
ます。
設置台数は３台で、南館地下２
階、北館地下２階・３階に各１
台設置しています。

持込機器の導入費、設置費、保
守費、撤去費その他の関連経費
については、応募者が提案する
機器の持込みを市が承認するこ
とを前提として、収支計画書に
指定管理業務に係る経費として
計上してください。
　なお、本取扱いに伴い、募集
要領の該当規定を以下のとおり
訂正いたします。
【訂正前】
指定管理者が機器の持ち込みを
する場合、収支計画には経費の
反映を行わず、事業計画書に記
載してください。
【訂正後】
指定管理者が機器の持ち込みを
する場合で、市の承認を受ける
前提として、当該設備の導入、
設置、保守、撤去等に係る経費
を指定管理業務の経費として収
支計画に計上してください。

申し訳ございません。募集要領
９ページの第６章の「１ 選定
基準」の本文の表記が誤りとな
りますので、以下のとおり訂正
いたします。
【訂正前】
指定管理者の選定は、草加市駐
車場条例第１６条に基づき指定
管理者選考委員会で、下表のと
おり事業実績、業務実施体制、
提案事項、事業実施計画の４区
分から総合的に判断します。
【訂正後】
指定管理者の選定は、草加市駐
車場条例第１６条に基づき指定
管理者選考委員会で、下表のと
おり企業実績、業務実施体制、
施設価値向上、地域活性化への
貢献、収支計画及び基本納付金
の５区分から総合的に判断しま
す。

現在設置されている飲料自動販
売機は、現指定管理者が実施す
る自主事業との理解でよろしい
でしょうか。
自主事業に該当する場合は、設
置台数、設置場所、使用面積、
行政財産の目的外使用許可の有
無及び使用料をご教示くださ
い。

当社は、駐車場管制機器等の持
込み及び設置が認められること
を前提として事業計画を検討し
ています。
持込機器の導入費、設置費、保
守費、撤去費その他の関連経費
については、応募者が提案する
機器の持込みが市から承認され
ることを前提として、指定管理
業務に係る経費として収支計画
に計上して差し支えないとの理
解でよろしいでしょうか。

選定基準として「事業実績」
「業務実施体制」「提案事項」
「事業実施計画」の４区分が記
載されていますが、その下に示
された評価区分及び評価項目と
の対応関係が明確でないように
見受けられますが、ご見解はい
かがでしょうか。



２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

-

募集要領
第６章２

募集要領
第６章２

募集要領
第７章８

-

-

-

プレゼンテーションにおいて、
動画を使用することも可能で
す。プレゼンテーションの時間
に収まるのであれば、再生時間
は任意とし、音声の使用も任意
とします。
当日、市が資料投影用のプロ
ジェクターとスクリーンは用意
しますが、スピーカー等ほかに
必要なものがあれば、各応募事
業者様でご用意ください。ま
た、インターネット環境につい
ても必要であれば、応募事業者
様でご用意ください。

現行の取扱いとして、入庫後す
ぐに出庫する場合を想定し、７
分間の初期無料時間の設定をし
ております。

回数券の販売先は把握しており
ますが、顧客情報のため公表は
できません。

提携店舗の割引方法について
は、金額割引となっておりま
す。仮に最大料金（２４時間ま
で１,３００円）に達している
場合でも、提携店舗で認証した
割引（１時間割引であれば４０
０円）が適用されます。

提出しております。

「過去３年間」の定義は、ご認
識のとおりです。
また、当該３年間において、
「同一施設を継続して管理して
いる実績」ではなく、当該３年
間で管理した実績が存在すれ
ば、資格要件（ア）の条件を満
たすこととします。

駐車場管制機器の保守又は管理
の実績があれば足りるとしま
す。

路外駐車場の届出の提出はされ
ていますでしょうか。

資格要件における「過去３年
間」とは、令和５年度、令和６
年度及び令和７年度を指すとの
理解でよろしいでしょうか。
また、当該３年間において、同
一施設を継続して管理している
実績が必要でしょうか。

「地下駐車場施設の管理実績」
とは、駐車場管制機器の保守又
は管理のみではなく、利用者対
応、料金徴収、警備、清掃、換
気・給排水・消防用設備等の維
持管理を含む、施設全体の管理
運営実績を指すとの理解でよろ
しいでしょうか。

二次選考のプレゼンテーション
において、提案内容を補足する
ため、持ち時間の範囲内で動画
を使用することは可能でしょう
か。
可能な場合は、動画の再生時
間、音声の使用、機器の持込
み、使用可能なファイル形式及
びインターネット接続の可否等
の条件をご教示ください。

現行の機器に初期無料時間の設
定はあるのか。あれば設定時間
をお教えください。

現在の回数券の販売先（法人）
は把握しておりますでしょう
か。把握しているようであれ
ば、販売先をお教えください。

提携店舗の割引方法ですが、時
間割引か金額割引のどちらで
しょうか。利用者への掲示は時
間単位の割引となっており、仮
に最大料金に達してしまってい
る場合、時間最大の場合は割引
が適用にならないケースがある
と思いますが、そのような事実
はございますか。



３２

３３

３４

３５
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仕様書８（４）
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-
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現在、駐車場に入場した車両が
３８０台となった時点で、入場
ゲートにより制御が開始されま
す。駐車場内の車両が３７８台
となると、ゲート制御が解除さ
れます。

当市から個別の契約について回
答できません。

駅前広場及び北館の泡消火設備
の更新を予定しております。

ご認識のとおりです。

法定点検に伴い実施が必要と
なった精密点検や漏水等に伴う
躯体の修繕に際し必要となる調
査についても、その費用が税込
２００万円未満であれば、指定
管理者が小修繕枠の範囲で実施
することとなります。費用が税
込２００万円以上又は当該年度
の小修繕枠を超える場合は、市
の費用負担で実施することとな
ります。

駐車場全体の満空表示について
は、３８０台入場した場合、
「満車」の表示となります。フ
ロア満空灯の各区画の満車設定
台数は、下記の通りとなりま
す。
【駅前広場】地下１階３５台／
地下２階６０台／地下３階８０
台
【南館】地下２階６０台／地下
３階５５台
【北館】地下２階４５台／地下
３階４５台

仕様書記載以外に、設備保守点
検が発生した場合（例えば、法
令点検の結果に伴い発生した設
備の精密点検など）は、負担区
分は市側・指定管理側のどちら
を想定されておりますでしょう
か。
指定管理側となった場合、小修
繕枠の年度予算金額１,６００
万円に含まれる認識で宜しいで
しょうか。

フロア満空灯の各区画の満車設
定台数をお教えいただきたいで
す。

フロア満空は監視盤を介し、精
算機と連動させてゲート制御を
しておりますでしょうか。

マルイ・イトーヨーカ堂の残り
の賃貸借契約期間は次期指定管
理期間中はございますか。

３年間で市側で更新が決まって
いる設備はありますか。

マルイ、イトーヨーカ堂等の核
テナントの撤退、大幅な売上減
が発生した場合、および、水害
等で運営継続が困難になった場
合の納付金の調整交渉は可能と
いう認識でよろしいでしょう
か。



３８

３９

４０

仕様書８(６)

-

仕様書８（２）

当施設は大雨により浸水したこ
とはございません。止水板はな
く、入庫口と出庫口に各５０個
程度の土嚢を用意しておりま
す。土嚢については、市で用意
しておりますので、市の所有と
なっております。

現指定期間における法定点検の
記録、設備の不具合等につきま
しては、現指定管理者が作成し
た管理実績報告書に記載されて
おります。現指定期間における
管理実績報告書については、
ホームページ上での公開ではな
く、草加市役所都市計画課（埼
玉県草加市高砂１-１-１本庁舎
５階）の窓口にて、応募参考資
料として閲覧可能といたしま
す。閲覧可能期間は、令和８年
９月２８日（月）から令和８年
１０月５日（月）まで（土曜
日・日曜日を除く午前８時３０
分から午後５時００分まで）と
させていただきます。なお、参
考資料につきましては、個人情
報やセキュリティに関する事項
を不開示処理（黒塗り等）させ
ていただきます。資料の閲覧を
ご希望の場合は、事前にお電話
等で担当課にご連絡ください。

火災訓練については、アコス北
館については、株式会社丸井と
の合同訓練を年に２回実施して
おり、アコス南館については、
アコス株式会社との合同訓練を
年に２回実施しております。訓
練は各館の管理者が中心となっ
て実施しており、駐車場現場ス
タッフも参加しております。地
水害訓練につきましても、火災
訓練と同様に各館で年に１回実
施しております。駐車場単体の
訓練につきましては、指定管理
者が中心となって令和８年４月
に実施し、今後も年に１回程度
実施したいと考えております。
水害訓練に伴う水害対策備品に
ついては、土嚢のみであり、必
要数を市が用意しております。

防火管理者の選任と記載があり
ますが、現在行われている災
害・火災訓練等は駐車場単体の
実施となるか、建物全てを含ん
での合同訓練かどちらを実施さ
れておりますでしょうか。ま
た、地水害訓練の実施は御座い
ますでしょうか。水害訓練に伴
い、止水板や土嚢などの水害対
策備品が御座いましたら内容を
ご教示頂けますでしょうか。

過去、本駐車場は大雨により浸
水したことはありますでしょう
か。止水板や土嚢の配備はあり
ますでしょうか。ある場合、所
有区分や数量をお教えくださ
い。

現在発生している修繕につい
て、法定点検で指摘されている
項目、また設備に不具合が発生
している項目について一覧は御
座いますでしょうか。一覧の開
示を頂くことが可能であれば、
開示をお願い致します。



４１

４２

仕様書８（４）

-

現在、当施設に設置されている
泡消火薬剤については、すべて
PFOS非含有です。令和１０年度
までの更新工事においても、
PFOS非含有の薬剤を採用する予
定です。

当施設におけるトラブル・ク
レーム等については、現指定管
理者が作成した管理実績報告書
に記載されております。現指定
期間における管理実績報告書に
ついては、ホームページ上での
公開ではなく、草加市役所都市
計画課（埼玉県草加市高砂１-
１-１本庁舎５階）の窓口に
て、応募参考資料として閲覧可
能といたします。閲覧可能期間
は、令和８年９月２８日（月）
から令和８年１０月５日（月）
まで（土曜日・日曜日を除く午
前８時３０分から午後５時００
分まで）とさせていただきま
す。なお、応募参考資料につき
ましては、個人情報やセキュリ
ティに関する事項を不開示処理
（黒塗り等）させていただきま
す。資料の閲覧をご希望の場合
は、事前にお電話等で担当課に
ご連絡ください。なお、場内へ
の雨水流入、浸水、冠水等の履
歴はありません。

泡消火設備とありますが、現在
設置されている泡消火薬剤は
PFOS含有となりますか。 現地
説明会で、令和１０年までに泡
消火については全て更新すると
説明を頂きましたが PFOS非含
有の薬剤に更新される認識で宜
しいでしょうか。（タンク・配
管内共に）

過去に発生した主なトラブル・
クレーム事例があればご教示く
ださい。
特に、場内への雨水流入・浸
水・冠水等の履歴の有無、対応
内容についてご教示ください。



４３

４４

４５

-

-

- 当施設における設備不具合、経
過観察中の事項については、現
指定管理者が作成した管理実績
報告書に記載されております。
現指定期間における管理実績報
告書については、ホームページ
上での公開ではなく、草加市役
所都市計画課（埼玉県草加市高
砂１-１-１本庁舎５階）の窓口
にて、応募参考資料として閲覧
可能といたします。閲覧可能期
間は、令和８年９月２８日
（月）から令和８年１０月５日
（月）まで（土曜日・日曜日を
除く午前８時３０分から午後５
時００分まで）とさせていただ
きます。なお、応募参考資料に
つきましては、個人情報やセ
キュリティに関する事項を不開
示処理（黒塗り等）させていた
だきます。資料の閲覧をご希望
の場合は、事前にお電話等で担
当課にご連絡ください。

当施設における法定点検及び保
守点検等の記録については、現
指定管理者が作成した管理実績
報告書に記載されております。
現指定期間における管理実績報
告書については、ホームページ
上での公開ではなく、草加市役
所都市計画課（埼玉県草加市高
砂１-１-１本庁舎５階）の窓口
にて、応募参考資料として閲覧
可能といたします。閲覧可能期
間は、令和８年９月２８日
（月）から令和８年１０月５日
（月）まで（土曜日・日曜日を
除く午前８時３０分から午後５
時００分まで）とさせていただ
きます。なお、応募参考資料に
つきましては、個人情報やセ
キュリティに関する事項を不開
示処理（黒塗り等）させていた
だきます。当該資料につきまし
ては、過去５年間の記録ではな
く、令和４～７年度分の実績と
なります。資料の閲覧をご希望
の場合は、事前にお電話等で担
当課にご連絡ください。

修繕歴については、「参考９
修繕実績（R４-７）」を参考に
ご確認ください。指定管理者発
注の修繕については、指定管理
者が小修繕の範囲内で実施して
おります。指定管理者発注の修
繕金額の年度ごとの合計は、
「参考２　指定管理業務収支実
績(R４-７)」を参照してくださ
い。金額の内訳及び発生原因は
公表いたしません。

対象施設について、過去５年間
の法定点検報告書、保守点検報
告書、設備不具合報告書を開示
いただくことは可能でしょう
か。

過去５年間の修繕履歴につい
て、修繕内容、発生原因、修繕
金額、費用負担者を開示いただ
くことは可能でしょうか。

現時点で未是正となっている設
備不具合、経過観察中の事項、
今後修繕・更新が必要と見込ま
れる設備はありますでしょう
か。
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仕様書２（１）⑥

仕様書３

仕様書５

-

仕様書９

-

プレゼンテーションにおいて料
金変更のご提案をいただくこと
は可能ですが、収支計画書の作
成においては、現在の料金を前
提として作成してください。

当施設において最も適切な運営
手法を検討するための３年間と
考えております。３年後の事業
者公募の有無についても検討中
のため、回答はできません。

各設備の情報については、現指
定管理者が作成した管理実績報
告書の範囲内でご確認くださ
い。現指定期間における管理実
績報告書については、ホーム
ページ上での公開ではなく、草
加市役所都市計画課（埼玉県草
加市高砂１-１-１本庁舎５階）
の窓口にて、応募参考資料とし
て閲覧可能といたします。閲覧
可能期間は、令和８年９月２８
日（月）から令和８年１０月５
日（月）まで（土曜日・日曜日
を除く午前８時３０分から午後
５時００分まで）とさせていた
だきます。なお、応募参考資料
につきましては、個人情報やセ
キュリティに関する事項を不開
示処理（黒塗り等）させていた
だきます。資料の閲覧をご希望
の場合は、事前にお電話等で担
当課にご連絡ください。

法定点検や保守点検等について
は、専門性を有する業務のた
め、市の承認を得た上で第三者
委託を行うことが可能です。業
者選定方法や承認手続について
は、仕様書の内容のとおりで
す。

「別添　設備保守点検管理業務
の委託先一覧」を参照してくだ
さい。

市としては、現指定管理者が利
用している保守点検業者との契
約を、次期指定管理者が引き継
ぐことは問題ございません。

指定管理者は、市の承認を得た
上で、入出庫可能時間を２４時
間にすることはできます。な
お、収支計画書の作成において
は、現在の供用時間・入出庫可
能時間を前提として作成してく
ださい。

現指定管理者が利用している保
守点検業者との契約を、次期指
定管理者が引き継ぐことは可能
でしょうか。

供用時間につきまして、入出庫
可能時間は、午前６時から午後
１２時までとされております
が、２４時間入出庫可能ではな
い理由がありましたらご教授願
います（館内セキュリティの関
係など）

料金変更は市長の承認を得て変
更できるとありますが、料金変
更前提の提案は可能でしょう
か。

指定期間は、３年間とされてお
りますが、３年間とする理由が
ございましたらご教授願いま
す。また、３年以降について
は、改めて指定管理者入札が公
募されるのでしょうか。

各設備の設置年、メーカー、型
式、更新履歴、耐用年数、現在
の劣化状況を確認できる設備台
帳はありますでしょうか。

法定点検や保守点検を第三者業
者へ委託する場合、委託可能な
業務範囲、業者選定方法、市の
承諾手続を教えてください。

現在、各設備の保守点検を実施
している業者名、契約期間、契
約金額、業務範囲を開示いただ
くことは可能でしょうか
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仕様書１３（４）

-

-

仕様書５

仕様書８（５）

諸経費の内訳については、公表
は行いません。各年度の指定管
理業務における支出の内訳は、
「参考２　指定管理業務収支実
績(R４-７)」を参照してくださ
い。

次期指定期間終了後も継続して
当該施設を管理する場合は、原
状回復の必要はありません。事
業者が変更となる場合は、原
則、原状回復が必要となりま
す。

現行の駐車サービスの付与方法
及び認証手順についてですが、
各テナントに設置された認証機
で、サービス時間を設定し、利
用者の駐車券を挿入し、サービ
ス付与を行っています。

本仕様書による現状回復とは、
次期指定管理者が自ら設置した
機器を撤去するところまでを想
定しております。そのため、設
置した機器の残置や代替機器の
設置は不要です。

ご指定いただいた内訳につきま
しては、公表は行いません。各
費用については、「参考２　指
定管理業務収支実績(R４-７)」
を参照してください。管球及び
材料の内容については「参考１
０　管球・材料購入実績(R４-
７)」、小修繕の内容につきま
しては「参考９　修繕実績(R４
-７)」をご確認ください。な
お、当施設における光熱費は電
気と水道であり、ガスは通って
おりません。

１３（４）既存機器を撤去した
場合、指定管理期間が満了した
ときなどについては、原状に回
復しなければならないとござい
ますが、既存機器（ゲート式）
を撤去しているため、代替機器
の設置（ゲート式）又は新たに
設置した機器の残置による所有
権放棄（無償提供）という解釈
でよろしいでしょうか。なお、
機器残置の場合、保守や運用方
法など当事業者が関与しなけれ
ば成立しない運用システムの場
合については、どのような形の
原状回復を想定しておりますで
しょう

各年度の事務費について、光熱
費（電気・ガス・水道等）の内
訳及び、管球及び材料、小修繕
費の内訳、使用料及び賃貸料に
ついてご教示願います。

各年度の諸経費内訳をご教示願
います

指定期間３年経過後、事業者持
込機器などについては、新規参
入事業者との公平性が保たれな
い恐れがあるため、指定管理終
了後、継続有無にかかわらず、
原状復旧が前提となるのでしょ
うか。

（５）②駐車サービス券を適切
に受け入れることとございます
が、各サービス内容及び、提携
店舗のサービス付与方法につい
てご教示願います。
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仕様書７（１）

仕様書１３（４）

仕様書１３（４）

原則常時１人以上の人員を配置
することを求めておりますが、
法令上認められる休憩時間中は
一時的に無人状態となることは
認められます。その間は代替と
して施設外からの遠隔監視や緊
急駆け付け体制等により仕様書
に定める業務に支障が出ないよ
うにしてください。

本仕様書での原状回復とは、次
期指定管理者が自ら持ち込んだ
設備・機器を撤去するまでを想
定しております。そのため、原
状回復の対象となる設備・機器
及び工事範囲は、持ち込んだ機
器の設置に伴い影響を及ぼした
範囲です。

原状回復の水準については、指
定管理者が自ら持ち込んだ設
備・機器がある場合について
は、市が特に認めた場合を除
き、指定期間終了時に撤去する
ことを想定しております。

指定管理者が自ら設置した設
備・機器は、市が特に認めた場
合は撤去の必要はありません
が、有償譲渡は想定しておりま
せん。

指定管理者が設置した設備・機
器について、貴市が指定期間終
了後も継続利用を希望する場合
の取扱い（有償譲渡の可否等）
についてご教示ください。

仕様書では、「供用時間中、施
設内に常時１人以上の人員を配
置すること」と規定されていま
す。つきましては、休憩時間等
により一時的に管理員が不在と
なり、施設内が無人状態となる
ことは認められるのかご教示く
ださい。また、無人状態が認め
られる場合には、火災感知器の
発報等の緊急事態が発生した際
の初動対応や、防災盤の操作等
について、どのような対応体制
を想定されているのか併せてご
教示ください。

仕様書では、指定管理者が自ら
持ち込んだ機器等については、
指定期間終了時に撤去し、原状
回復を行うこととされていま
す。 原状回復の対象となる設
備・機器及び工事範囲について
ご教示ください。
特に、指定管理者が自ら持ち込
んだ機器による運用をすること
となった場合に、そのことに伴
い撤去されることとなる既設設
備について、どの程度の水準ま
で原状回復すべきかご教示くだ
さい。

 原状回復時の復旧水準につい
て、床、壁、天井、配管、配
線、通信設備等の復旧に関し、
どの程度の水準を求めているの
かご教示ください。
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仕様書１３（４） 市が持込みおよび設置を承認し
た機器等にかかる経費について
は、調達方法（購入またはリー
ス）を問わず、以下のとおり指
定管理業務にかかる経費として
収支計画に計上することができ
ます。
【計上可能な費用例】
機器購入費、機器リース料、保
守点検費、通信費、ソフトウェ
ア利用料、ならびに指定管理期
間終了時の撤去・原状回復費用
【計上できない費用例】
市の承認を得ていない機器にか
かる費用、指定管理業務とは関
連のない独自の費用

　なお、本取扱いに伴い、募集
要領の該当規定を以下のとおり
訂正いたします。
【訂正前】
指定管理者が機器の持ち込みを
する場合、収支計画には経費の
反映を行わず、事業計画書に記
載してください。
【訂正後】
指定管理者が機器の持ち込みを
する場合で、市の承認を受ける
前提として、当該設備の導入、
設置、保守、撤去等に係る経費
を指定管理業務の経費として収
支計画に計上してください。

駐車サービスの付与に係る機器
の入替え及び維持管理の費用に
ついては、指定管理業務に必要
な運営経費として収支計画書に
計上していただいて構いませ
ん。
　なお、本取扱いに伴い、募集
要領の該当規定を以下のとおり
訂正いたします。
【訂正前】
指定管理者が機器の持ち込みを
する場合、収支計画には経費の
反映を行わず、事業計画書に記
載してください。
【訂正後】
指定管理者が機器の持ち込みを
する場合で、市の承認を受ける
前提として、当該設備の導入、
設置、保守、撤去等に係る経費
を指定管理業務の経費として収
支計画に計上してください。

提携店舗における駐車サービス
のための既存機器（認証機器
等）を入替えする場合の、当該
機器に係るリース費用を指定管
理業務に必要な運営経費として
収支計画へ計上することは可能
でしょうか。

指定管理者が独自に持ち込んで
設置する機器について、収支計
画に計上可能な費用と計上不可
の費用を明示いただけますで
しょうか。特に以下の費用の取
扱いについてご教示
ください。
機器購入費、機器リース料、保
守点検費、通信費、ソフトウェ
ア利用料、設置工事費、撤去・
原状回復費


